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ＡＶＣネットワークス社 事業方針

2014年5月21日

パナソニック株式会社
ＡＶＣネットワークス社

社長 宮部 義幸

Panasonic IR Day 2014

本日の内容

１．２０１３年度実績

２．２０１４年度計画

３．２０１８年度へ向けて

４．まとめ
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本日の内容

１．２０１３年度実績

２．２０１４年度計画

３．２０１８年度へ向けて

４．まとめ

＜13年度実績＞

売上 ■ 課題事業改革効果と為替益が
寄与し、対前年で改善

■ ＢｔｏＢ事業の堅調な成長と
為替良化影響あるも、
課題事業終息に伴い微減

営業
利益

減収 増益

16,214

（億円）

売上高

営業利益
（率）

83
(0.5%)

215
(1.4%)

15,734

12年度 13年度

16,900

13年度
期初計画

300
(1.8%)

FCF ▲202 ▲210 ▲130

3 / 27２０１３年度実績（カンパニーベース）
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＜13年度実績＞

売上 ■ ＢｔｏＣ製販一体マネジメントの
徹底により＋４０４億円の改善

■ 課題事業終息に伴い微減
営業
利益

減収 増益

18,357売上高

営業利益
（率）

▲316
(▲1.7%)

88
(0.5%)

17,805

12年度 13年度

18,300

13年度
期初計画

240
(1.3%)

4 / 27２０１３年度実績（製販連結）

（億円）

体制の変更（２０１４年４月１日～）

【移管事業】
・テレビセット事業
・オーディオ／ビデオ／
ＡＶアクセサリー事業

旧体制 新体制

ＡＶＣネットワークス
セグメント 売上高 ：１５，７３４億円

営業利益 ： ２１５億円

売上高 ：１２，１９３億円

営業利益 ： ２０４億円

■ コンシューマー事業をアプライアンス社に移管

5 / 27 

２０１３年度
売上高／営業利益
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本日の内容

１．２０１３年度実績

２．２０１４年度計画

３．２０１８年度へ向けて

４．まとめ

Ａ
Ｖ
Ｃ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ス
社

【マネジメント体制】

ＡＶＣネットワークス社 体制（2014年４月１日新体制）

社長
宮部 義幸

上席副社長
榎戸 康二

ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝ事業担当

人員数約３６，０００人
（[国内]１９，０００人 [海外]１７，０００人）

上席副社長
高木 俊幸

ｼｽﾃﾑﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ事業担当兼
ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｼｽﾃﾑﾈｯﾄﾜｰｸｽ㈱
社長

上席副社長
Paul Margis

ｱﾋﾞｵﾆｸｽ事業担当

副社長
片倉 達夫

ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ
ｼﾞｬﾊﾟﾝｶﾝﾊﾟﾆｰ担当

システムソリューションズジャパンカンパニー

パナソニック液晶ディスプレイ㈱

技術本部

事業開発センター

ＩＴプロダクツ事業部

ストレージ事業部

※

インフラシステム事業部

アビオ二クス事業部

※

※パナソニックシステムネットワークス㈱傘下

セキュリティシステム事業部

ビジュアルシステム事業部

イメージングネットワーク事業部

※

オフィスプロダクツ事業部

コミュニケーションプロダクツ事業部

パナソニックモバイルコミュニケーションズ㈱

※

※

7 / 27

副社長
杉田 卓也

ｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ
ﾈｯﾄﾜｰｸ事業担当
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４つの基幹事業

※1 ＳＩ：システムインテグレーション
※2 14年度計画（新体制）

8 / 27

※1

【事業部】
・ｵﾌｨｽﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ
・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ

企業・法人のお客様

国内・海外システムエンジニアリング／販売会社

売上高
構成比

1,450億円

12％

販売
／ＳＩ

※2

映像・イメージング
事業

【事業部】
・ｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞﾈｯﾄﾜｰｸ
・ｾｷｭﾘﾃｨｼｽﾃﾑ
・ﾋﾞｼﾞｭｱﾙｼｽﾃﾑ

3,040億円

25％

モビリティ
事業

【事業部】
・ＩＴﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ
・ｽﾄﾚｰｼﾞ

2,160億円

18％

基幹
事業

バーティカル
ソリューション事業

【事業部】
・ｲﾝﾌﾗｼｽﾃﾑ
・ｱﾋﾞｵﾆｸｽ

3,050億円

25％

コミュニケーション
事業

１３年度
（実績）

１４年度
（計画）

前年比/差

売上高 １２,１９３ １２,３１０ １０１％

営業利益
（率）

２０４
（１.７%）

４３０
（３.５%）

+２２６

ＦＣＦ ▲２３５ ▲２２５ + １０

（億円）

9 / 27２０１４年度 経営目標

１４年度 営業利益 倍増
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２０１４年度 売上高内訳

【売上高 推移】

■ 基幹事業の成長で課題事業終息の影響を挽回、成長軌道に転換

基幹事業 成長率

2012 2013 20141３年度

1２,１９３ 1２,３１０

（PDP終息/B2C
ｽﾏﾎ開発休止等）

●コミュニケーション事業

●映像・イメージング事業

●モビリティ事業 １１２％

１０８％

９９％

●バーティカルソリューション事業 １１３％

基
幹
事
業

1２年度

79%

10 / 27

1４年度
計画

（億円）

13
年
度

▲211

+410

+110

204

430

14
年
度
（計
画
）

▲83

121

実
力

課
題
事
業
改
革
に

伴
う
減
販
影
響
等

特
別
経
営
施
策

基
幹
事
業

成
長

課
題
事
業
改
革
の
効
果

11 / 27２０１４年度 営業利益増減分析

（億円）
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■ 当社の強みが活きる業務系への転地加速

再建事業（液晶パネル）の取組み

●コモディティ化進むＩＴ系から業務系へシフト ●業務系は収益向上が可能な市場

売上高構成比の推移 業務系の特徴 と 当社の強み

TV系 IT系
（ﾀﾌﾞﾚｯﾄ･ﾉｰﾄ

PC）

業務系
（医療・放送・

車載 等）

特徴

収益性

要求
ｽﾍﾟｯｸ

ｺﾓﾃﾞﾃｨ化
ｺﾓﾃﾞﾃｨ化
進展中

ﾆｯﾁ・ｶｽﾀﾑ

汎用 普通 特殊・高い

低い 中 高い

●技術・製造拠点一体運営（姫路）で 強みを磨き
大画面・低消費電力等業務系要望にお応え

2011 2012 2013 201411年度 1２年度 1３年度 1４年度
（計画）

TV系

IT系

業務系

[液晶パネル売上高 構成比%]
100%

0%

約2割

約6割

約7割

非ＴＶ系
比率

12 / 27 

■ １４年度は、構造改革効果及び非ＴＶ向けパネル増加で収支改善
■ ２０１１年度比で、赤字額９割以上を削減

液晶パネル事業：営業利益改善

営
業
利
益
額

※

13 / 27 

11年度 1２年度 1３年度 1４年度
（計画）

非
Ｔ
Ｖ
向
け

パ
ネ
ル
増
加

構
造
改
革
効
果
／

固
定
費
削
減

２０１１年度比

赤字額 9割以上削減
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■ 経営体質強化と強みを活かした事業領域への絞込み

再建事業（ＤＳＣ）の取組み

１４年度取組み

●経営体質強化
・業務／民生用ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ事業との統合でｼﾅｼﾞｰ創出

-共通開発・主要ﾃﾞﾊﾞｲｽ共用で効率化

・開発機種半減で、総固定費約２割削減

●強みを活かし新規事業領域へ転地加速
・４Ｋ動画

-４Ｋ動画から高解像度の写真切り出し

・デバイス外販

-光学設計・非球面成形工法等のＢＢ技術 で、

車載・監視ｶﾒﾗ・ﾓﾊﾞｲﾙ向け外販拡大

14 / 27

１２年度 １３年度 １４年度

デジタルカメラ 需要推移

9,036万台

6,623万台

5,309万台

一眼

コンパクト
(エントリー)

コンパクト
(高級)

(予測)

▲６９％

▲１２％

１２→１４年
需要

【デジタルカメラ需要台数】

ミラーレス

： 当社占有率

10.8% 10.3% 10.5%

12.6% 9.1% 9.6%

5.8%

3.0%
1.3%

6.8%

4.9%

4.9%

※

※ブラックボックス技術：模倣困難な当社独自の技術

●高収益モデルへのシフト

・高級ｺﾝﾊﾟｸﾄ／ﾐﾗｰﾚｽへ特化

１４年度
黒字化

■ 固定費削減・高収益モデルシフト・デバイス外販強化等で、
１４年度黒字化を目指す

ＤＳＣ事業：営業利益改善 15 / 27

営
業
利
益
額

1３年度 1４年度
（計画）

固
定
費
削
減

為
替
／

構
造
改
革
効
果

限
界
利
益

改
善

・高収益モデルシフト
・デバイス外販（新規）

・開発／工場固定費
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本日の内容

１．２０１３年度実績

２．２０１４年度計画

３．２０１８年度へ向けて

４．まとめ

ＡＶＣネットワークス社の目指す姿
■ ＡＶとＩＣＴの融合で顧客直結の企業・法人向けＳｏｌｕｔｉｏｎを提供

～ クラウド時代におけるスマート社会の実現に貢献 ～

『ＡＶとＩＣＴの融合で顧客直結の企業・法人向けSolutionを提供』
～ クラウド時代におけるスマート社会の実現に貢献 ～

2013 2018 2014 

12,193

16,000 全
社

Ｂ
ｔ
ｏ
Ｂ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

兆
円

２．５

システムソリューション

プロダクトソリューション

ボックス（ハード単品）

企
業
・法
人
向
け

兆
円

１．５

17 / 27 

■ ２０１８年度全社目標 “ＢｔｏＢソリューション売上高２．５兆円”の内、
ＡＶＣ社で１．５兆円を目指す

その他（ディスプレイ等）

強
い
商
品
を
核
と
し
た

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の
レ
イ
ヤ
ア
ッ
プ

12,310

（億円）
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基幹事業の方向性

映像のビッグデータ化・知能化へ進化 ワイヤレスの進化で”フィールドのＩＣＴ化”加速

コミュニケーション

高速・広域・ワイヤレスでソリューションを深化

LTE-Advanced

ｺｸﾞﾆﾃｨﾌﾞ無線

18 / 27 

バーティカルソリューション

強いハードを基軸に顧客直結のソリューション強化

映像・イメージング モビリティ

「防犯・防災」

知能
「予見・予測」

「最適業務提案」撮る・見る 分析・解析

行動

犯罪

ﾏｰｹ
ﾃｨﾝｸﾞ

「確認・共有」

ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽ ﾌﾛﾝﾄｵﾌｨｽ

「ハードウェア」に
「環境」をあわせる

「環境」に
「ハードウェア」をあわせる

フィールド

DECT

WiGig

■ 「技術」「ノウハウ」「営業資産」の融合により、“映像”の進化を加速
■ 広範なラインナップを軸に、様々なお客様へソリューションを展開

強いハードを基軸にソリューション強化：（統合セキュリティ）

組織再編により技術・資産を有機的に統合、広範な商品陣容を実現

高付加価値帯

普及価格帯

IP化
（旧SNC ）

IP技術

調達力開発力

画像解析
（旧SNC ）

画像処理/解析

顔認識画像鮮明化

システムノウハウ
（旧AVC ）

警察市場対応

画像検索性証拠映像管理

×

モジュール
（旧三洋）

技術・営業資産

顧客接点設計技術

× ×

全方位ｶﾒﾗ

ﾄﾞｰﾑｶﾒﾗ

屋外ﾀｲﾌﾟ

屋内ﾀｲﾌﾟ

屋外ﾀｲﾌﾟ

無線ｶﾒﾗ

屋外ﾀｲﾌﾟ

ﾌﾙHD

ｴﾝﾄﾘｰ

In Car Video

入退室管理

ｶﾒﾗﾓｼﾞｭｰﾙ

※旧ｼｽﾃﾑ＆ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ社／旧AVCﾈｯﾄﾜｰｸｽ社 （2013/4/1に統合）

※ ※ ※

ネットワークカメラ：グローバルシェア１０％ （２位） 顔認識ｻｰﾊﾞｰ

19 / 27 

映像・イメージング

※IMS Research 2013

※
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タフブック+タフパッドのラインアップ（5”-20”）でフィールドのICT化加速

強いハードを基軸にソリューション強化：（タフブック＋タフパッド）

■ 「通信」「堅牢性能」「ビジネスノウハウ」で“フィールドのＩＣＴ化”を実現
■ 模倣されない強いハードを軸に、お客様のお困り事を解決

ビジネスノウハウ
（旧SNC ）

5インチ 7インチ 10インチ 20インチ13インチ

顧客特化

移動体無線通信
（旧PMC ）

超小型アンテナ3G/LTE

堅牢・長時間駆動
（旧AVC ）

薄型化軽量化

× ×

4Kﾀﾌﾞﾚｯﾄ頑丈ﾀﾌﾞﾚｯﾄ

※ ※ ※

※旧ﾊﾟﾅｿﾆｯｸﾓﾊﾞｲﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱（開発休止したBtoCｽﾏｰﾄﾌｫﾝ関連通信技術を水平展開）、 旧ｼｽﾃﾑ＆ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ社／旧AVCﾈｯﾄﾜｰｸｽ社 （2013/4/1に統合）

営業力

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｼｪｱ60%（１位）

20 / 27 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｼｪｱ39%（１位）

モビリティ

※VDC Research 2013 Q4

※

※

ソリューション事業拡大へ向けて

■ 当社の強みが活きる業界で、顧客直結のソリューション事業を創出
■ 業界パートナーとの連携で成功モデル確立、グローバルにＮ倍展開

21 / 27 

バーティカル

強
い
ハ
ー
ド
を
基
軸
に
、

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
強
化

業界パートナーとの連携で顧客価値向上
【例：コンビニエンスストアーでの実証実験】

店内サイネージ統合セキュリティ

画像解析

監視カメラ

太陽電池
CO2冷媒
照明制御

空調／換気
制御

他カンパニー商材 他カンパニー商材

ﾏｯｻｰｼﾞﾁｪｱ
美容家電

ｲｵﾝ整水器
ＬＥＤ照明
超指向性
ｽﾋﾟｰｶｰ等

本日のおススメコーヒー

ディスプレイ
クラウドサービス

成
功
モ
デ
ル
を
Ｎ
倍
展
開

※

※Ｎ：店舗数など
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アメリカ
ENG部門

アジア
ENG部門

インド
ENG部門

ロシア
ENG部門

欧州
ENG部門

ブラジル
ENG部門

日本
SSJC

中国
ENG部門

台湾
ENG部門

海外８地域のエンジニアリング体制を強化・新設

機能強化

機能新設

海外ソリューションの体制整備

■ エンジニアリング機能を各地に設置、ソリューションサイクルを確立

22 / 27 

ソリューションサイクル

マーケティング
商品
企画

設計
開発

調達
製造

システムインテグレーション
施工

保守・運用・サービス

ＳＩ会社・ディーラー

エンジニアリング機能を設置

事業部

2014.4.1～

事業部

現行

強化

システム
販売会社

システム
販売会社

２０２０年 東京オリンピックへ向けた取組み

■ １９８８年からオリンピックパートナーとして技術面より貢献
■ 新技術投入・事業創出で堅実な実績、２０２０年東京へ向け更に強化

当社とオリンピックの関わり より良い五輪運営へ向けたソリューション例

競
技
場

イ
ン
フ
ラ

例：スマートスタジアム

セキュリティモニタリング

迷子検知システム

【主要商材】
・大型映像
・大型音響
・放送システム
・セキュリティ

システム等

【主要商材】
・セキュリティ

システム
・放送システム
・決済ＳＯＬ等

例：スマートオリンピックレーン

専用レーン車両管制システム検知
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メインスタジアムに

大型映像装置納入

P2カード導入

映像の半導体記録

DVCPRO HD

フルHD放送を実現

HD映像コム初納入

拠点間のHD映像リンク

3D放送の実現と
超高輝度プロジェクタ導入

アナログからデジタルへ

D3カメラ導入

1996 アトランタ

2004 アテネ

2008 北京

2010 バンクーバー

2012 ロンドン

2016 リオデジャネイロ
2018 ピョンチャン

1992 バルセロナ

2020東京 更なる技術革新・事業創出 全社累計売上高目標1,500億円に貢献

オリンピックパートナー
開始

1988 ソウル



Copyright (C) 2014 Panasonic Corporation All Rights Reserved.

ソリューション事業強化へ向けた重点取組み領域

■ Ｍ＆Ａ投資を含め２０１８年度迄に累計１，０００億円規模を投下

主な重点取組み領域 実施内容

事業基盤の整備

ソリューション領域拡大

クラウド・広域ワイヤレス

■ 海外エンジニアリング体制構築

■ 特定業界向け基幹業務ノウハウ獲得

■ ＭＶＮＯ構築・ＩＴ企業との協業 等
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事業別／地域別 販売成長（１３年→１８年）

■事業軸：基幹事業を基軸に、事業を跨るソリューション拡大により販売成長
■地域軸：海外エンジンニアリング体制を整備し、海外で販売成長を図る
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地域軸

12,193

16,000

１３年度 １８年度１３年度 １８年度

バ
ー
テ
ィ
カ
ル

16,000

事業軸

+800

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

モ
ビ
リ
テ
ィ

映
像
・

イ
メ
ー
ジ
ン
グ

12,193

+900

+900

+100

+1,100

そ
の
他

+800

+1,300

海
外
戦
略
地
域

+800

先
進
国日

本

そ
の
他

+900

（億円）
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本日の内容

１．２０１３年度実績

２．２０１４年度計画

３．２０１８年度へ向けて

４．まとめ

まとめ

【単位：億円】
１３年度
実績

１４年度
計画

売上高 １２,１９３ １２,３１０

営業利益
（率）

２０４
（１.７%）

４３０
（３.５%）

ＦＣＦ ▲２３５ ▲２２５
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２０１８年度１６，０００億円に向け、成長軌道へ転換
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本プレゼンテーションには、パナソニックグループの「将来予想に関する記述」に該当する情報が記載されています。本プレゼンテーションにおけ
る記述のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に関する記述に該当します。これら将来予想に関する記述は、現在
入手可能な情報に鑑みてなされたパナソニックグループの仮定および判断に基づくものであり、これには既知または未知のリスクおよび不確実
性ならびにその他の要因が内在しており、それらの要因による影響を受けるおそれがあります。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、
かかる将来予想に関する記述に明示的または黙示的に示されるパナソニックグループの将来における業績、経営結果、財務内容に関してこれら
と大幅に異なる結果をもたらすおそれがあります。パナソニックグループは、本プレゼンテーションの日付後において、将来予想に関する記述を更
新して公表する義務を負うものではありません。投資家の皆様におかれましては、金融商品取引法に基づく今後の提出書類およびその他の当社
の行う開示をご参照下さい。

なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、次のものが挙げられますが、これらに限られるものではありません。かかるリス
ク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書等にも記載されていますのでご参照下さい。

●米国、欧州、日本、中国その他のアジア諸国の経済情勢、特に個人消費および企業による設備投資の動向

●多岐にわたる製品・地域市場におけるエレクトロニクス機器および部品に対する産業界や消費者の需要の変動

●為替相場の変動 （特に円、米ドル、ユーロ、人民元、アジア諸国の各通貨ならびにパナソニックグループが事業を行っている地域の通貨またはパ
ナソニックグループの資産および負債が表記されている通貨）

●資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性

●急速な技術革新および変わりやすい消費者嗜好に対応し、新製品を価格・技術競争の激しい市場へ遅滞なくかつ低コストで投入するパナソニック
グループの能力

●他企業との提携またはM&A（パナソニック電工および三洋電機の完全子会社化後の事業再編を含む）で期待どおりの成果を上げられない可能性

●パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向

●多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持するパナソニックグループの能力

●製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性

●第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約

●諸外国による現在および将来の貿易・通商規制、労働・生産体制への何らかの規制等（直接・間接を問わない）

●パナソニックグループが保有する有価証券およびその他資産の時価や有形固定資産、のれんなどの長期性資産および繰延税金資産等の評価
の変動、その他会計上の方針や規制の変更・強化

●地震等自然災害の発生、感染症の世界的流行、サプライチェーンの寸断、その他パナソニックグループの事業活動に混乱を与える可能性のある
要素


